
国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産、死亡に関して必要な保険給付を行うものとする。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的 また、平成30年度以降は県が国保の財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま により制度の安定化を図ることとなった。
①病気やケガをした時の療養の給付、入院時食事療養費、訪問看護療養費、移送費、療養費、高額療養費等 ①被保険者には正しい受診、医療機関には適正な診療を促し、医療機関からの診療報酬明細書（レセプト）
の支給を行う,出産したときの出産育児一時金の支給を行う,死亡したときの葬祭費の支給を行う。 の点検を綿密に行い適正な給付を行う。②出産、葬祭に関する給付については、被保険者の資格や保険税の
②電算処理を国保連合会への全部委託とともに、高額療養費支給システムを導入し、事務の効率化を図る。 当該年度 納付状況を確認しながら、適正な給付を行う。③保険給付費、国民健康保険事業納付金、共同事業事務費拠
③保険給付費・国民健康保険事業納付金・共同事業事務費拠出金の円滑な支払業務を行う。 執行計画 出金、及び過年度分の精算に伴う返還金の支払業務の円滑な実施。④県内異動に伴う高額療養費の多数回該

(3)事業内容 内　　容 ④国民健康保険財政調整基金の円滑な運用。 当について適正な運用を行う。⑤傷病手当金に関する給付については、適正な給付を行う。⑥次期基幹シス
⑤国保制度の広域化に伴い、複雑化する高額療養費の支給に係る多数回該当の適用について、被保険者の県 テムの導入に伴い、国保情報データベース及び高額療養費支給システムの移行作業を行う。
内異動による世帯の継続性が求められるため、資格担当と連携し適正な運用を図る。 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する 想定値 100当該年度
⑥新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、当該感染症に感染した、または発熱等の症状があり感 単位 ％

活動結果指標 実績値染が疑われたため、労務に服することができない被用者に対して傷病手当金を支給する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 102.69 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。

令和 4年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。

令和 5年度 広報やホームページ、リーフレット、ポスター等を活用し、被保険者による受診と服薬の適正化を図る。また、保険医療機関等 直接 一人あたりの医療費の上昇率を抑制する ％ 100
からのレセプトを点検し、頻回受診や重複受診等の無駄を抑制する。
超高齢化及び医療の高度化により一人あたり医療費が増大し続けていることから、必要な財源を確保するとともに、頻回受診や

(7)事業実施上の課題と対応 重複受診等の無駄の抑制、及び第三者行為による受診の適正な負担等について対策を進めていく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費/消耗品(参考図書購入費含) 844 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 789 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 789 旅費/消耗品(参考図書購入費含) 789
印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 317 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 346 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 346 印刷製本費(事業概要・高額封筒・医療 346
修繕料(複写機保守) 733 修繕料(複写機保守) 487 修繕料(複写機保守) 487 修繕料(複写機保守) 487
通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 5,118 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 4,441 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 4,441 通信運搬費(医療費通知郵送料、NTT回線 4,441
手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,728 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,611 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,611 手数料(集約システム/出産育児一時金支 3,611
委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 10,836 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 9,846 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 9,846 委託料(電算/回転庫/求償/差額通知/海 9,846
使用料(事務機器/有料道路駐車場) 639 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 863 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 863 使用料(事務機器/有料道路駐車場) 863

実施内容 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,345 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,282 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,282 負担金(互助会/研修負担金/国保連合会) 3,282
趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242 趣旨普及費(国保ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ印刷費) 242

(8)施行事項
費　　用 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,784,219 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,742,559 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,742,559 保険給付費(一般/退職/審査手数料/出産 8,742,559

国民健康保険事業費納付金 3,277,425 国民健康保険事業費納付金 3,223,640 国民健康保険事業費納付金 3,223,640 国民健康保険事業費納付金 3,223,640
共同事業事務費拠出金 5 共同事業事務費拠出金 3 共同事業事務費拠出金 3 共同事業事務費拠出金 3
基金積立金 1 基金積立金 0 基金積立金 0 基金積立金 0
保険給付費等交付金償還金・その他償還 5,088 保険給付費等交付金償還金・その他償還 2 保険給付費等交付金償還金・その他償還 2 保険給付費等交付金償還金・その他償還 2
国保給付業務を行う会計年度任用職員9 国保給付業務を行う会計年度任用職員10 国保給付業務を行う会計年度任用職員10 国保給付業務を行う会計年度任用職員10
パート会計年度（事務補助）４人 9,904 パート会計年度（事務補助）４人 10,390 パート会計年度（事務補助）４人 10,390 パート会計年度（事務補助）４人 10,390
パート会計年度（レセプト）　５人 11,238 パート会計年度（レセプト）　５人 12,000 パート会計年度（レセプト）　５人 12,000 パート会計年度（レセプト）５人 12,000
パート会計年度（事務補助産休）１人 2,356 パート会計年度（事務補助産休）１人 2,615 パート会計年度（事務補助産休）１人 2,615 パート会計年度（事務補助産休）１人 2,615

＊ 傷病手当金 1,000 ＊ 国民健康保険システム設定業務委託料 94

予算(決算)額 合　　計 12,117,038 合　　計 12,015,210 合　　計 12,015,116 合　　計 12,015,116
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 8,829,352 補助率 0 ％ 8,706,059 補助率 0 ％ 8,706,059 補助率 0 ％ 8,706,059
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,567 △13 △13 △13

その他の財源 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,268,119 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,309,164 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,309,070 ■特会 □受益 ■基金 □その他 3,309,070
換算人数(人) 2.24 2.24 2.9 2.9
正職員人件費 19,488 19,936 25,810 25,810

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,136,526 12,035,146 12,040,926 12,040,926
(11)単位費用

121,365.26千円／％ 120,351.46千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国民健康保険法の定めるところにより実施するものとする。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 国保運営協議会に市民である被保険者が参画している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 物件費の支出にあたり、環境負荷低減に配慮している。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
102.69 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制

様

での対応 □⑥受益者負

式

担 (g/c)×100

第

○②事前の想定どおり

３

でなかった
□③維持管

号

理費の削減策の実施 □

事

⑦その他
(2)事業費

務

削減の工夫をして 12

事

,035,146 10

業

1,380
□④民間委

評

託 ＜想定どおり削減で

価

きなかった原因＞ ○要

表

   いるか？
事業費

（

削減率(％) ＜削減の

令

内容＞ ＜超過理由等＞

和

○不要
保険給付費につ

 

いては、県の交付金で

3

全額が補填される。

0

年

.84

目標値対事業費

度

(e) 計算方法 達成状

）

況 ○①目標値以上 ＜目

事

標値以上となった理由

業

／目標値以下であった

コ

原因＞
(3)目標値を

ー

実現する為に ○②目標

ド

値と同程度
単位 費用単

1

位 ●①単年度の指標：

5

目標値×費用単位／事

1

業費 対目標値(％) ○

課

要
   投じる事業費

コ

は適正か？ 実績値(h

ー

) ○③目標値以下
○②

ド

複数年度の指標：(目

0

標値－現況値)×費用

5

単位／事業費 (e/h

1

)×100 ○不要
  

0

 (目標対費用) 0
％

会

10万円

３．事後評価

計

○現状どおり推進 ○拡

種

充 ○縮小 ○結合 ○休止

別

○廃止 ○事業手法見直

国

し ○その他(事業完了

民

など)

評
　
価

評価コメ

健

ント 改善策及び展開方

康

向

保険事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険事業の健全化対策 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 保険給付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,035,146 千円 (うち人件費 19,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口



民健康保険の健全な運営と被保険者間の公平性を保つため、滞納となった国民健康保険税を徴収する。
施策目的・

(2)目的 座振替や納付相談等を実施して、保険税・保険料の収納率の向上を図ります。また、特定健康診査・特定保 事業目的
展開方向

健指導などの保健事業を通じて疾病の予防意識を啓発するなど、医療費の適正化に向けた取り組みを進めま
窓口における納付相談や分納相談、滞納整理等を日常行い保険税を徴収する。また、納付に応じない悪質な 滞納繰越分を減らすべく、窓口において随時納付(分納)相談や滞納整理等を実施。また、督促状及び催告状
滞納者に対しては、差押え等の滞納整理を執行する。また、収税課と協議を行い必要があれば収税課の債権 を定期的に発送します。督促状年１１回発送（２１年度３回から発送回数増）、催告状を年２回発送。平成
回収室へ移管する。 当該年度 ２１年度配置された嘱託職員にも滞納管理システムを導入し、処分の速やかな入力と、よりきめ細かな分納
督促状年１１回、納付書付催告書年２回発送し納付を促す。 執行計画 管理を実施する。

(3)事業内容 内　　容 包括電算システムが移行することに伴い滞納システムからのデータの移行を行う。

目標値は平成31年度の収納率19.43％を下回る18.50％を設定した。新 想定値 18.5当該年度
型コロナの影響から収入減により納税者が納付困難なケースが増えた 単位 ％

活動結果指標 実績値ため。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 19.4 18.5

令和 4年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 19

令和 5年度 滞納繰越分を減らすとともに、自主財源確保に努める。 直接 国民健康保険税の滞納繰越分徴収率（収入累計額÷調定累計額） ％ 19.5

平成31年度は19.40%の収納率を確保したが、滞納繰越分については執行停止等の徴収困難な事案が数多く含まれると思われる。
(7)事業実施上の課題と対応 そのため現年中心の徴収を実施したい。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 132 印刷製本費 131 印刷製本費 131 印刷製本費 131
通信運搬費 3,740 通信運搬費 3,689 通信運搬費 3,689 通信運搬費 3,689
消耗品費 9 消耗品費 9 消耗品費 9 消耗品費 9
手数料 78 手数料 78 手数料 78 手数料 78
滞納管理システム保守管理委託料 248 滞納管理システム保守管理委託料 186 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,769 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,769
滞納管理システム賃貸借料 53 滞納管理システム賃貸借料 39
パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,692 パート会計年度（事務職２名）×0.5 2,769

実施内容 ＊ 滞納管理システムデータ移行 2,273

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,952 合　　計 9,174 合　　計 6,676 合　　計 6,676
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,952 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,174 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,676 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,676
換算人数(人) 1.3 1.3 1.3 1.3
正職員人件費 11,310 11,570 11,570 11,570

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,262 20,744 18,246 18,246
(11)単位費用

961.16千円／％ 1,121.3千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年、急速に高齢化が進む中、疾病構造の変化や医療技術の高度化により医療費は年々増加しており、国保財政は極めて ○①事前確認での想定どおり
逼迫した状況となっている。その要因には、雇用対策が未だ不十分な為、若年層世代の国保加入の増加や高齢化の進展に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より国保税額の増加や低所得者の増加等もあり、年々滞納者が増加傾向にある。また、督促状年１１回、納付書付催告書 ○要
   背景は？(事業の必要性) 年２回を滞納者に対して発送することにより、納税を促すと共に徴収率の向上にもなる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19.4 18.5 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,744 △2,482
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△13.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.09

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1355 課コード 0510 会計種別 国民健康保険事業特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 国民健康保険税の課税適正化対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・国保年金課

個別事業 国保税の滞納整理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,744 千円 (うち人件費 11,570 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34002 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

国民健康保険制度と後期高齢者医療制度を健全に運営するため、資格や賦課の適正化に努めるとともに、口 国


